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第１章 県央医療圏の現状・課題と基幹病院の必要性  

 

１ 県央医療圏の現状と課題 

（１）県央医療圏における病院の整備状況と課題 

    県央医療圏は、５市町村、人口約 23 万人から構成され、平成 27 年 4 月現在、病床

数 200～300 床規模の救急告示７病院と、療養を担う２病院、精神を担う１病院及び 169

診療所により、地域住民に対する医療の提供が行われています。 
   こうした病院の整備状況がもたらす課題としては、 

  ・経営主体の異なる中小規模の病院が多数存立しており、医師の確保や効率的な配置

が図りにくいこと 

  ・救命救急医療や、高度・専門的医療、地域医療等の拠点的な機能を担える病院がな

い中で、病院の役割分担や連携が不十分であること 

   などが、あげられます。 
 

【県央医療圏の病院の状況（平成 27 年 6月現在）】 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

（２）県央医療圏の地理的状況と課題 

  ○ 県央医療圏は、新潟市と長岡市のほぼ中央に位置し、JR 新幹線駅や高速道路 IC

など交通ネットワークも整備されていることから、医療機関は隣接医療圏との連携

が図りやすく、また地域住民は隣接医療圏の医療機関を比較的に受診しやすいとい

う地理的特徴を有しています。 

  ○ 一方でこうした地理的特徴により「（３）救急医療における現状と課題」でみる

ように、圏域外への長時間搬送が発生しやすいという側面もあります。 

一般 療養 計

燕労災病院 300 － 300 － 31.6
内科、外科、神経内科、脳神経
外科、循環器内科

救急告示病院
地域医療支援病院

三条総合病院 199 － 199 － 20.4 内科、外科、整形外科、小児科 救急告示病院

県立吉田病院 199 － 199 － 25.5
内科、外科、整形外科、小児科、
産婦人科

救急告示病院

済生会三条病院 199 － 199 － 31.1
内科、外科、循環器内科、整形
外科、小児科、産婦人科

救急告示病院
災害拠点病院

三之町病院 210 － 210 － 17.6
内科、外科、神経内科、脳神経
外科、整形外科

救急告示病院

富永草野病院 100 96 196 － 11.0 内科、整形外科 救急告示病院

県立加茂病院 150 30 180 － 11.4 内科、外科、整形外科 救急告示病院

三条東病院 － 240 240 － 10.0 内科

かもしか病院 － 180 180 － 4.8 内科、精神科

大島病院 － － － 240 7.7 精神科、心療内科

計 1,357 546 1,903 240 171.1

主要な診療科 主要な病院指定
許可病床 許可病床

精神
医師数

(H26年度)
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（３）救急医療における現状と課題 

  ア 医療圏外への救急搬送が顕著であり、その中で救急搬送時間が長時間化 

   ○ 県央医療圏の域外搬送率は 18.4％と、他医療圏の 1.1％から 10.0％に比べ非常

に高くなっています。 

○ また、救急搬送時間でも、現場到着時間は、医療圏内の３消防本部とも県平均

の 8.8 分を下回っていますが、現場に到着してから医療機関に収容する時間では、

３消防本部とも県平均の 33.6 分を超えており、特に加茂地域消防本部、燕・弥彦

総合事務組合消防本部において長時間となっています。 
 

【医療圏別の救急搬送の状況（平成 26 年）】 

     
 
 
 
 

   出典：平成 26 年救急患者搬送先医療機関調査 

    【救急搬送時間の状況（平成 25年）】 

     
 
 
 
 
                  出典：平成 26 年版消防防災年報 
 
  イ 重症・中等症患者、心疾患・脳疾患・外傷患者の圏域外搬送が顕著 

   ○ 圏域外搬送の割合は、重症患者・中等症患者では、それぞれ、27.1%、24.3％、

心疾患・脳疾患・損傷等では、それぞれ、20.0％、10.2％、26.5%となっており、

全般的に高い割合となっています。 
 

    【圏域外搬送の状況（平成 26 年）】 

 

 

 

 

     

 

      出典：傷病程度別 平成 26 年救急患者搬送先医療機関調査 

疾患別 平成 26年救急搬送に係る調査 
  
 

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡 合計

救急搬送件数 7,918 36,301 8,168 15,776 7,121 10,446 2,798 88,528

うち域外搬送件数 342 1,859 1,503 174 710 128 33 4,749

域外搬送率 4.3% 5.1% 18.4% 1.1% 10.0% 1.2% 1.2% 5.4%

消防本部名 現着時間 収容－現着 収容時間

三条市消防本部 8.6 34.7 43.3

加茂地域消防本部 7.6 42.6 50.2

燕・弥彦総合事務組合消防本部 7.2 39.2 46.4

県平均 8.8 33.6 42.4

計 圏域内 圏域外 圏域内 圏域外

重   症 1,367 997 370 72.9% 27.1%

中等症 2,864 2,169 695 75.7% 24.3%

心疾患 490 392 98 80.0% 20.0%

脳疾患 587 527 60 89.8% 10.2%

損傷等 3,353 2,466 887 73.5% 26.5%

分類
搬送件数 割合
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 ウ 特に小児救急の圏域外搬送が顕著 

   ○ 特に小児患者の圏域外搬送は、31.1%と非常に高い割合となっています。 

 

    【小児患者の圏域外搬送の状況（平成 26 年）】 

     

      
 
           出典：平成 26 年救急患者搬送先医療機関調査 

              ※本調査における小児患者は満７歳未満 
 

  エ 傷病程度別搬送の状況 

   ○ 軽症者の救急搬送割合は平成 19 年の 48.0％から、平成 25 年の 45.5％へと低下

傾向を示していますが、救急搬送件数全体は平成 21 年の 7,355 件を底に増加傾向

を示しており、近年は 8,000 件を超える状況となっています。 

○ 限りある医療資源を有効に活用するために、医療機関・行政・地域住民の一層

の相互理解と連携が求められています。 

 

    【傷病程度別の搬送者数・搬送割合（平成 25 年）】 
 
 
 

 

 

 

 

 

      
出典：平成 26 年版消防防災年報 

【県央医療圏の救急搬送件数と軽症者割合の推移】 

 

 

 

      
 
 
 
 
 

                       出典：消防防災年報（各年版） 

計 圏域内 圏域外 圏域内 圏域外

小児患者 318 219 99 68.9% 31.1%

分類
搬送件数 割合

死亡 重症 中等症 軽症・その他 計

135 625 1,151 1,491 3,402

4.0% 18.4% 33.8% 43.8% -

58 227 647 633 1,565

3.7% 14.5% 41.3% 40.4% -

83 451 1,063 1,583 3,180

2.6% 14.2% 33.4% 49.8% -

276 1,303 2,861 3,707 8,147

3.4% 16.0% 35.1% 45.5% -

2,573 9,671 33,724 41,757 87,725

2.9% 11.0% 38.4% 47.6% -

三条市消防本部

加茂地域消防本部

燕・弥彦総合事務組合消防本部

県央計

県計
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（４）高度・専門的医療における現状と課題 

  ○ 各診療分野において高度・専門的医療の拠点を担える病院が十分に整備されてい

ないことから、入院自足率（圏域内で入院を受け入れた割合）は全般的に低い状況

ですが、心疾患、がん、小児患者の入院の自足率は、それぞれ、51.3％、58.5％、

69.7％と、他の医療圏の自足率と比べ、特に低くなっています。 

 
   【主要疾患等における病院入院患者の状況】 

    

 

 

 

 

 

 
    出典：平成 25年新潟県保健医療需要調査（平成 25 年 10 月中の特定の 1日の状況） 

 

（５）勤務医の減少 

    ○ 拠点的な機能を担う病院がない中で、県央医療圏の勤務医は減少傾向であり、平

成 10 年と比べた平成 25 年の医師数の水準は、県計では 1.19 と増加しているのに対

し、県央医療圏では、0.85 と大きく低下しています。 

  ○ 二次医療圏のなかで、唯一、基幹型臨床研修病院のない医療圏であり、臨床研修

医の受入れ体制が不足しています。このため、若手医師が早期に当該地域における

医療事情等に触れる機会も少なくなっています。 

 
  【県央医療圏（救急告示病院）における勤務医数の推移】 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：基幹病院整備室調べ 

県央医療圏住民
の全入院数　A

県央地域での
入院患者　B

自足率
B/A

県内各医療圏
平均自足率

心疾患 80 41 51.3% 87.0%

脳疾患 118 107 90.7% 95.1%

が   ん 294 172 58.5% 85.9%

損傷等 130 108 83.1% 92.5%

小児患者 66 46 69.7% 76.4%

新潟市民病院

172.6

1,192.6

145.0

1.36

医療圏 基幹的病院の整備状況
増減率
（B/A）

下越

平成10年（A） 平成15年 平成20年 平成25年（B）

医師数

県立新発田病院

佐渡

計

126.5

958.4

169.6

321.9

195.6

215.3

46.3

2,033.6

新潟

県央

中越

魚沼

上越

1.24

0.85

133.4

885.2

159.2

155.0

983.5

140.1

336.3

198.3

226.3

53.8

1,992.5

382.7

184.9

256.5

54.4

2,157.1

443.0

139.9

269.0

60.7

2,422.9

1.38

0.72

1.25

1.31

1.19

長岡赤十字病院

新潟大学地域医療教育セン
ター・魚沼基幹病院

県立中央病院
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   【医療圏別の基幹型臨床研修病院の指定状況】 

     
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療圏 病院数 病院名

下越 2 村上総合病院、県立新発田病院

新潟 8
新潟大学医歯学総合病院、新潟市民病院、済生会新潟第二病院、

新潟医療センター、県立がんセンター新潟病院、下越病院、木戸病院、

信楽園病院

県央 0

中越 4
長岡赤十字病院、立川綜合病院、長岡中央総合病院、

柏崎総合医療センター

魚沼 1 県立十日町病院

上越 4 上越総合病院、新潟労災病院、県立中央病院、糸魚川総合病院

佐渡 1 佐渡総合病院

計 20
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２ 県央医療圏の医療需要の動向 

（１）将来推計人口 

  ○ 国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、県央医療圏の人口は、平成 22 年

から一貫して減少しますが、年齢別でみると、65 歳以上の人口は平成 32 年までは

増加し、その後の減少も緩やかなことから、高齢化がますます進行するものと予想

されます。 

 
   【県央医療圏の将来推計人口】                    （単位：人） 
 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※高齢化率は、65歳以上人口の割合 

  出典：国立社会保障・人口問題研究所 推計（平成 25年 3月） 

 

（２）将来患者推計 

  ○ 国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口と、平成 25 年新潟県保健医療需要

調査における県央医療圏の入院受療率に基づき、県央医療圏の将来の患者数（入院）

を推計すると、患者数は平成 42 年まで増加し、その後、減少に転ずると予想されま

す。特に 65 歳以上の患者数が平成 47 年までの間に大幅に増加すると予想されます。 

    人口は減少傾向にありますが、疾病が多様化する高齢者の割合が増加していくこ

とで、入院患者数も増加していくことが想定されます。 

  ○ なお、現在の療養病床の入院患者のうち、一定の患者については、将来的には介

護施設や高齢者住宅などの在宅医療等で受け止めることが適当と考えられており、

推計される患者数より少なくなることも予想されます。 
 

H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H52-H22

０～14歳 30,182 26,815 23,772 21,162 18,866 17,330 16,179 ▲ 14,003

15～64歳 143,818 132,195 122,194 114,509 107,062 98,480 88,412 ▲ 55,406

65歳以上 61,302 67,851 71,575 71,332 69,806 68,389 67,829 6,527

合  計 235,303 226,861 217,541 207,003 195,734 184,199 172,420 ▲ 62,883

高齢化率 26.1% 29.9% 32.9% 34.5% 35.7% 37.1% 39.3% 13.2%
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【県央医療圏の将来推計患者数（1 日当たり入院患者数)】        (単位：人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

   ※将来推計患者数は、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口と、平成 25年新潟県保健

医療需要調査における県央医療圏の入院受療率により算出。 

 

３ 基幹病院の必要性 

 

   「１ 県央医療圏の現状と課題」で述べたとおり、県央医療圏では、病床規模 200

床から 300 床程度の７つの救急告示病院と、療養及び精神を担う３病院が救急医療や

地域に必要な医療を提供しています。しかしながら、救命救急医療や高度・専門的な

医療の拠点となる病院がなく、他の圏域に頼らざるを得ないといった傾向が大きくな

っています。 

   また、医師にとって魅力ある拠点的な機能を持つ病院がない中で、県央医療圏の勤

務医は減少傾向にあり、さらに基幹型臨床研修病院がないことから、臨床研修医の受

け入れ体制も不足しています。 

   これらの課題に対応するため、県央医療圏の再編を進め、救命救急センターを併設

した基幹病院を整備し、これまで地域に不足していた救命救急医療や高度・専門的医

療を確保するとともに、医師確保を図っていく必要があります。さらに既存病院との

役割分担と連携を進める中で、圏域内で相当程度完結できる医療提供体制を構築する

ことが求められます。 

   

 

 

 

H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H52-H22

０～14歳 52 47 41 37 33 31 29 ▲ 24

15～64歳 727 657 603 575 553 515 456 ▲ 271

65歳以上 1,554 1,754 1,905 1,983 2,022 2,059 2,039 484

合  計 2,334 2,458 2,549 2,595 2,609 2,605 2,523 190
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第２章 県央医療圏が目指す医療提供体制の姿 

 

１ 救急医療ネットワークの構築 

  ○ 救急医療においては、圏域全体の医療機関の役割分担のもと、「県央型救急医療

ネットワーク」の形成により、 

    ・他の医療圏よりも短時間で救急を受け入れる（医療圏面積は一番狭い） 

    ・症状に応じた適切な医療機関で受け入れる 

   体制の構築を目指します。 
    
  【医療圏別の救急搬送時間（推計）】 

 
 
 
 
   ※収容時間は各消防本部の収容時間からの推計値。 
 出典：平成 26 年版消防防災年報 
 
  ○ 圏域外搬送についても、圏域内の適切な医療機関がまず受け入れる体制の構築に

より、可能な限り発生させないことを目指します。 
 
２ 圏域内で相当程度完結できる医療提供体制 

  ○ それぞれの病院が、その特色を活かした役割分担と連携により、 

    ・住民に身近な医療から高度・専門的な医療まで 

    ・疾病予防から、急性期医療、回復期・リハビリテーション、在宅医療まで 

     圏域内で相当程度完結できる医療提供体制を目指します。 
 

３ 隣接する医療圏との密接な連携 

   ○ 極めて高度な専門的医療や、特に稀な疾患などについて、隣接する医療圏の基幹

的な病院と密接に連携できる体制の構築を目指します。 

 

４ 医療機関・行政・住民が相互に協力する「地域全体で担う医療提供体制」の構築 

  ○ 医療機関・行政・地域の住民がそれぞれの役割を理解し、相互に協力する「地域

全体で担う医療提供体制」の構築を目指します。 
 

 

 

 

 

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡 県平均

収容時間
（分）

37.0 45.2 43.3 37.4 41.0 37.5 44.3 42.4

医療圏面積
（㎢）

2,319.7 2,223.6 733.6 1,637.4 2,649.0 2,165.4 855.3 －
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基幹病院と既存病院・診療所の役割分担のもと、救急患者の早期受入れ（ファース

トタッチ）と、症状に見合った病院への振り分けを行う「県央型救急医療ネットワー

ク」の構築を目指します。 
 

○基幹病院と既存病院・診療所の役割分担 

   （診療所（応急診療所）） 

    ・主に軽症患者・ウォークイン患者を受け入れ、適切な医療を行うとともに、中等

症・重症患者の場合は、既存病院や基幹病院など症状に見合った病院に振り分け

を行います。 
 
    （既存病院） 

    ・中等症以下の救急患者、かかりつけ患者の急性対応等や、その専門性が発揮でき

る領域の救急患者（重症患者を含む）について、基幹病院と救急搬送受入れを分

担します。 
 
   （基幹病院） 

   ・救命救急センターを整備し、次の患者の受入れを行います。 
① 重症患者 

② 高度・専門的な医療を必要とする救急患者 

③ 他の医療機関で受入れが困難な患者 

      ※ＥＲ型救急医療・救命救急センター（以下、ＥＲ型救命救急センターとい

う。詳細は「第４章 基幹病院の機能と規模」を参照。）の運営の中で、他

の医療機関で受入れ困難な場合や時間帯には軽症患者にも対応します。 
 
    （隣接医療圏との連携） 

・大動脈瘤破裂や広範囲熱傷など特に高度・専門的な医療が必要な重篤患者につい

ては、ドクターヘリを活用しながら隣接医療圏の救命救急センターに搬送します。 
   

【県央型救急医療ネットワーク イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県央型救急医療ネットワーク 
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第３章 基幹病院の整備に向けた基本的な考え方 

 

１ 基幹病院の基本的な考え方 

 

 

 
 

１ 基幹病院が担う基本的な役割 

 

 

   

 

 

 
 
２ 基幹病院の基本方針 

   

 

 

 

   

 

    

 

 

 

  
 
 

 

 

 

 

 

 

（１）基幹病院が担う基本的な役割 

   県央基幹病院基本構想を踏まえ、基幹病院は次の役割を担うことを基本とします。 

ア 地域に必要な医療の中核としての役割 

    ○ 基幹病院は、県央医療圏の基幹病院として、救命救急センターの設置、高度・

(１) 地域に必要な医療の中核としての役割 

(２) 地域医療支援等の拠点としての役割 

基本的な考え方（コンセプト） 

(１) 救命救急医療を提供する地域の基幹的な病院  

(２) 地域医療と医療連携を推進する病院 

(３) 医療スタッフの集まる魅力ある病院（マグネットホスピタル） 

(５) 地域に貢献する病院 

○ 救命救急医療、高度・専門的医療など 

○ 地域医療連携、地域医療支援機能、医師派遣機能など 

○ 地域が一体となった臨床研修プログラム、看護職員等のキャリア形成支援、

子育て支援など 

○  医工連携の推進、まちづくりへの貢献など 

○ 救命救急医療、高度・専門医療の提供 

○ 地域医療の支援、医療スタッフの育成、災害時医療の拠点 

(４) 高齢社会に対応した病院  

○ 急性期リハビリテーションの充実、在宅医療の後方支援機能、総合診療医

の育成など 

 上記の役割を踏まえ、次の基本方針により基幹病院を整備・運営します。 



11 
 

専門的医療などについて、圏域の病院との役割分担・連携のもと、地域に必要な

医療の中核としての役割を担います。 

 

イ 地域医療支援等の拠点としての役割 

   ○ 地域医療の充実を図るため、地域医療支援病院の機能や、医療スタッフの育成、

災害時医療の拠点機能など、地域医療支援等の拠点としての役割を担います。 

 

（２）基幹病院の基本方針 

   上記の「基幹病院が担う基本的な役割」を踏まえ、基幹病院の整備・運営に当たっ

ての基本方針を次のとおりとします。 

 

ア 救命救急医療を提供する地域の基幹的な病院 

○ 県央医療圏の基幹的な病院として、救命救急医療を充実し、２４時間体制で重症

患者等の救急患者の受入れを行うとともに、高度・専門的医療を提供します。 

 
イ 地域医療と医療連携を推進する病院 

   ○ 圏域内で相当程度完結した医療を効率的に提供するため、既存病院の専門性を

活かしつつ、地域の医療機関との役割分担と医療連携（病診連携、病病連携）を

推進し、地域医療を支援します。 

   ○ 既存病院に対する医師派遣システムの構築を目指します。 

 

ウ 医療スタッフの集まる魅力ある病院（マグネットホスピタル） 

   ○ 地域が一体となった臨床研修プログラムを構築し医師を育成するなど、医療ス

タッフが集まり、キャリアアップができる、魅力ある環境を整備し、マグネット

ホスピタルを目指します。 

※新潟大学と連携した医師確保のほか、基幹型臨床研修病院への移行・地域が一

体となった臨床研修プログラムの構築などの研修体制の充実や、産業界と連携

した臨床研究機能の充実など、医師にとって魅力ある環境を創出していくこと

で、全国から地域医療を志す若手医師や専門医が集まる病院を目指します。 
   ○ 子育てのしやすい柔軟な勤務体制の導入など、職員の働きやすい勤務環境を整

備します。 

 

エ 高齢社会に対応した病院 

○  急性期リハビリテーションの充実などにより、寝たきり高齢者の発生を極力抑

制するとともに、容態急変者の収容など在宅医療の後方支援機能を担います。 

また、高齢者に配慮した設計を取り入れます。 

○  複数の疾患を抱える高齢患者等に対応するとともに、地域医療の充実を図るた

め、総合的な診療能力を有する総合診療医を育成します。 
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オ 地域に貢献する病院 

   ○ 県央地域の特色を活かした医工連携の推進など地元産業への貢献や、人の集ま

る病院として将来のまちづくりにも貢献することを目指します。 

  

２ 基幹病院の整備・運営 

平成 25 年２月４日の「第 11 回あり方検討会議・合同会議」（※）においてとりまと

められた再編案、及び平成 26 年８月に公表した「県央基幹病院の整備に向けたアウト

ライン」に基づき、以下のとおり病院再編と基幹病院の整備を進めていきます。 

※検討の経過は「参考 これまでの検討の経過」を参照。 

 

（１）病院再編と基幹病院の整備 

○ 基幹病院は、「１ 基幹病院の基本的な考え方」で述べたとおり、「地域に必要

な医療の中核としての役割」と「地域医療支援等の拠点としての役割」を担う病院

として、必要な診療機能・医師等医療スタッフ、施設水準を確保するとともに、地

域の医療人材の育成を担う病院として整備します。 

○ このため、燕労災病院と厚生連三条総合病院を、基幹病院整備に当たっての再編

対象病院とし、両病院の医療機能（診療科・診療内容等）は基本的に引き継ぎ、さ

らに発展させていきます。 

○ 燕労災病院については、経営主体である（独）労働者健康安全機構から基幹病院

の開院前（平成 28 年度目途）に早期の移譲を受け、基幹病院の円滑な整備に向け準

備を進めます。 

○ また、これまで燕労災病院が果たしてきた役割を踏まえ、基幹病院の開院まで、

地域の医療機能の維持に努めます。 

 

（２）整備スケジュール 

○ 新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院の例等を踏まえ、下記のスケジュー

ルを前提として、平成３４年度中の竣工、平成３５年度早期の開院を目標とします。 
（スケジュール） 

平成２８～３０年度 基本設計、実施設計、用地取得 
平成３１年度    用地造成、建築工事発注手続 
平成３２～３４年度 建築工事 

 
○ ただし、建設地及び周辺では独自の開発の動きもあることから、開発計画の内容

や同計画に伴う各種法的手続等の進捗によっては、上記整備スケジュールに影響が

生じることも考えられます。 
  こうした状況が予想される場合は、開発計画とは別に、上記のスケジュールを基

本に病院整備を進めることとします。 
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（３）運営方法・運営主体 

ア 設置形態 

    ○ 柔軟な医師派遣、医師確保や、民間ノウハウを活用した効果的、効率的な病院経

営を実現するため、県が基幹病院を整備し、指定管理者に運営を委ねる公設民営方

式とします。 

イ 運営主体 

○ 地域に必要とされる政策的医療の担保や、円滑な統合再編を図るため、県の一定

の関与が可能な財団法人等を基本に検討し、再編対象病院の経営主体と、具体的な

調整を行います。 

○ また、政策的医療が安定的に提供されるよう、財団法人等に対して必要な支援を

行います。 
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第４章  基幹病院の機能と規模 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

   

 

    

 

 

 

  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

県央基幹病院の概要 

 

１ 基幹病院の機能 

 ・ＥＲ型救命救急センター      ・感染症医療 

 ・地域がん診療病院         ・周産期医療 

 ・心疾患医療・脳疾患医療の確保   ・人工透析医療 

 ・外傷センター的機能         ・精神疾患患者の身体合併症への対応 

 ・急性期リハビリテーションの充実 

 

 ・地域医療支援病院の機能 

 ・既存病院の専門外来等の支援、医師派遣機能 

 ・精密検査、疾病予防、在宅医療に関する後方支援機能 

 

 ・研修医・専門医の確保・育成（基幹病院を核とする既存病院の特色を活かした

臨床研修病院群の形成） 

 ・看護職員・コメディカルスタッフのキャリア形成支援（新潟大学、魚沼基幹病

院との教育・研修の連携、パートナーシップナーシング） 

 ・地域医療人材の育成（地元養成校との連携、薬科系大学との連携） 

 ・地域災害拠点病院の機能（ＤＭＡＴ整備、建物の免震化、ヘリポートの整備） 

 
２ 基幹病院の規模 

○病床数 

４５０床（一般病床４４６床、感染症病床４床） 

※うち救命救急センター２０床 

○診療科 

 ２２診療科 

 内科（循環器、消化器、呼吸器、内分泌、腎・膠原病）、神経内科、精神科、小児
科、外科、心臓血管外科、呼吸器外科、消化器外科、脳神経外科、整形外科、泌尿
器科、皮膚科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、放射線科（診断・治療）、救急科、
リハビリテーション科、麻酔科、歯科口腔外科、病理診断科、総合診療科 

(１) 救命救急医療及び高度・専門的医療の中核的な機能 

 

(２) 地域医療支援の拠点的機能 

 

(３) 人材の育成・教育機能 

 

(４) 災害時医療の拠点的機能 
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１ 基幹病院の機能 

（１）救命救急医療及び高度・専門的医療の中核的機能 

 ア 救命救急医療の中核的機能 

   ○ 救命救急センターとして、ＩＣＵ（集中治療室）、ＣＣＵ（冠疾患集中治療室）

等の高度・専門的な医療機能を整備します。 
     ・救急医療の充実や、研修医の確保に繋げるために、救命救急センターを他の

医療機関で受入れ困難な場合や時間帯には初期救急にも対応するＥＲ型とし

ます。 

     ・２４時間体制で重症患者等の救急患者の受入れを行います。 

        ・特に、圏域外搬送の多い心疾患、脳疾患、外傷等について、他の病院と連携

しながら、受入れ体制の充実を図ります。 

     ・小児救急患者については、ＥＲ型救命救急センターの運営により他の医療機

関で受入れ困難な場合や時間帯には、軽症患者も含め２４時間対応可能な体

制を構築します。 
   

 

 

 

 

 

 

イ 高度・専門的な医療の提供 

  ○ 高度な救命救急医療を行うため、基本となる診療科の設置と専門医の確保に努

め、診療機能の充実を図ります。 

○ 専門的医療を提供する圏域の他の病院と役割分担を図りつつ、圏域内で相当程

度完結できる高度・専門的医療を提供します。 

 

【がん医療】 

・県央医療圏のがん医療の中心的な役割を果たせるよう、がん治療体制の充実を

図り、地域がん診療病院を目指します。 

※診療体制や診療実績などの条件が整えば、地域がん診療連携拠点病院を目指

すこととします。 

    
    【循環器病医療】 

    ・県央医療圏における急性期心疾患医療及び、急性期脳疾患医療の中心的な役割

を果たせるよう、診療機能の確保を図ります。 

 

 

〔ＥＲ型救命救急センター〕 

・初期から三次までの救急患者を総合診療医や当直医（内科系・外科系）が初期診療を 
行い、必要となれば救急医を含む各科専門医（オンコール）が引き続き緊急手術や入

院治療を行う体制を想定しています。 
・なお、初期救急については、県央医師会応急診療所や他の病院での受け入れ困難な場 
合や時間帯を基本に対応することとします。 
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    【外傷医療】 

    ・外傷による救急や多発外傷による重症患者への対応など県央医療圏における外

傷医療の中核的な機能（外傷センター的機能）を担えるよう診療機能の充実を

図ります。  

 

【急性期リハビリテーション機能】 

    ・急性期リハビリテーション機能の充実を図り、既存病院とのネットワークの中

で、急性期から回復期、維持期まで途切れのないリハビリテーションを提供で

きる体制の構築を目指します。 
     

【感染症医療】 

    ・地域において、重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）等の二類感染症及び新型イ

ンフルエンザ等感染症に、迅速かつ適切に対応できるよう、第二種感染症指定

医療機関としての機能を確保します。 
 

ウ 既存医療機関との役割分担・連携の中で基幹病院が確保するその他の診療機能 

○ 上記のほか、県央医療圏の基幹病院として、圏域の他の医療機関と役割分担・

連携を図りながら、必要な診療機能を確保します。 

 

【産婦人科医療】 

・産婦人科領域における救急医療へ対応するため、必要な医師の確保に努めます。 

・ハイリスク出産等の周産期医療については、他地域の周産期母子医療センター

との役割分担・連携のもと、低出生体重児の出産等に一定程度対応できる診療

機能の確保を図っていきます。 

 
    【透析医療】 

・身体合併症を有する患者及び手術後の患者等への急性期透析・導入機能等（維

持透析を含む）を確保します。 

 

 

〔基幹病院が目指す心疾患医療〕 

・中越医療圏等の医療機関との連携を図りながら、急性期患者に対するカテーテル検査・

治療等の内科的治療、冠動脈バイパス術等の外科的治療を行います。 

〔基幹病院が目指す脳疾患医療〕 

・頭部外傷や中等症以上の脳疾患、人工透析患者の脳卒中発症など合併症を伴う脳疾患

等に対応します。 

・急性期の脳卒中については、患者発生地域を考慮した受入れを行うなど、脳疾患を専

門的に担う病院との役割分担の中で対応します。 
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【精神科医療】 

・精神科外来機能を確保するとともに、他の精神科病院と連携しながら、精神疾

患患者の身体合併症に対応する医療を提供します。 

  ※精神疾患の比較的落ち着いた患者に対し、一般病床で対応することを想定。 

・自殺企図者等の救急患者に対する精神科的ケアやフォロー、他の診療科に入院

する患者の精神科的ケアを行います。 

 

（２）地域医療支援の拠点的機能 

ア 地域医療を支援する機能 

      ○ 県央医療圏全体で質の高い医療を効率的に提供するため、地域医療を行う医療

機関に対する支援機能を担う地域医療支援病院を目指します。 

・紹介患者に対する医療の提供を基本として、病診連携・病病連携の推進、施設・

設備の共同利用、地域の医療従事者への研修機能などを担います。 
    ・既存病院に対する専門外来等の支援や総合診療医などの臨床研修を通じた医師

派遣システムの構築を目指します。 
    ・基幹病院に電子カルテを導入するとともに、地域の医療機関が適切な役割分担

の下で連携して医療を提供する体制を構築するため、地域医療連携ネットワー

クなどの地域での診療情報・患者情報等の共有化の仕組みづくりに取り組みま

す。 

 

    イ 疾病予防から在宅医療まで一貫した医療を圏域全体で提供するために基幹病院が

担う後方支援機能 

      ○ 疾病予防 
・精密検査や、行政や地域企業と連携した疾病予防活動等を行います。 

   ○ 在宅医療を実施する医療機関の支援 
・在宅医療を実施する診療所、圏域の他の病院と連携し、既存の医療機関が対応

できない場合の夜間における容態急変患者の収容など、在宅医療に関する後方

支援機能を担います。 
 

（３）人材の育成・教育機能 

○ 地域医療に従事する人材の育成・教育の機能を担います。 

 

  ア 医師の育成 

【臨床研修病院】 

   ○ 基幹型臨床研修病院として、研修医を受け入れ、幅広い診療能力を備えた医師、

地域医療に携わる医師を育成します。 

   ○ 後期臨床研修病院として、総合診療医など医療ニーズに応じた各種の専門医資

格を取得できる環境を整備します。 
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   ○ 基幹病院が核となり、特色ある医療を提供する既存病院と臨床研修病院群を形

成することで、魅力ある研修プログラムの作成や指導医の確保を図っていきます。 
    ※詳細は「第６章 医師・看護職員等の確保対策」を参照。 

 

【実習の受入れ】 

○ 医学生の実習を積極的に受入れ、医師の養成を支援します。 

 

【地域の医療機関と連携した医師の育成】 

   ○ 地域の医療機関と連携した症例検討会の実施など、医師のスキルアップと地域

の医療の質の向上に資する取組を検討します。 

 

  イ 看護職員・コメディカルスタッフの育成 

【キャリア形成支援】 

   ○ クリニカルラダーシステム（臨床看護実践能力習熟段階制）による職員のキャ

リアデザインに応じた育成プログラムを導入し、自己の能力や段階に応じた継続

的なキャリア形成を支援するとともに、専門・認定資格等の取得を支援します。 
  

【高度急性期を担う看護職員の育成】 

   ○ 高度急性期を担う看護職員を育成するため、院内における救命救急処置等の研

修実施に加え、院外における研修への参加や県内外の先進病院への派遣研修を行

います。 
 

【パートナーシップ・ナーシングシステムの導入】 

   ○ 看護師２人がパートナーとなり、お互いに補完し協力し合う事ができる看護提

供体制であるパートナーシップ・ナーシングシステム（ＰＮＳ）を導入します。 

    ※詳細は「第６章 医師・看護職員等の確保対策」を参照。 

 

【新潟大学、魚沼基幹病院との教育・研修の連携】 

 ○ 基幹病院の開院前から、看護職員が新潟大学（医療人育成センター）や、新潟

大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院と連携し、救命救急医療やパートナー

シップ・ナーシングシステムなどの研修を受けられる体制を構築します。 

   ○ 開院後は、新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院との研修の相互受入

れや人事交流などを進めていきます。 

 

 ウ 地域の医療人材の育成 

【地元看護師等学校養成所等との連携】 

  ○ 看護職員等の専門職の実習受入れ、就職説明会の開催、講師派遣など、地元看

護師等学校養成所等との連携体制を構築し、地域の医療人材の育成に貢献すると
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ともに、看護職員等の採用確保を図ります。 

     

【薬学系大学との連携】 

○   薬学生の実習受入れや、講師派遣、臨床薬学研究など、薬学系大学との連携体

制を構築し、薬剤師等の薬学系人材の育成に貢献するとともに、職員の採用の確

保を図ります。 

 

【看護職員等の再就業支援】 

   ○ ナースセンター、ハローワーク等と連携し、再就業希望者への情報提供や相談

受付、再就業支援講習等を行います。 

   ○ 院内保育所の整備やパートナーシップ・ナーシングシステムの導入など、潜在

看護職員等が復職しやすい環境を整備します。 

 

（４）災害時医療の拠点的機能 

  ○ 地域災害拠点病院として、災害時医療の拠点的機能を担います。 

   ・県央地域に災害が発生した場合の多数傷病者の受入れ、他地域からの医療支援チ

ームの受入れ・マネジメント等、災害時医療の拠点機能を担います。 

   ・他地域で災害が発生した場合、被災地からの傷病者の受入れや、ＤＭＡＴ（災害

時医療支援チーム）の派遣体制等を整備します。 

   ・以上の機能を果たすため、建物の免震化、ヘリポートの整備、災害時の病院機能

維持等を確保していきます。 
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２ 基幹病院の施設規模等 

 

（１）診療科 

○ 以下の２２科を基本とします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  【考え方】 

○ 救命救急医療の中核的機能を担い、「救命救急センター」として、各疾患の重症

救急患者への医療に対応すること、また、高度・専門的医療を提供することなどか

ら、基本的な診療科を設置します。 

  （他圏域の救命救急センター設置病院の診療科を参考） 
○ 地域医療支援病院として十分に機能するため、また、予防からリハビリ、在宅医

療までの後方支援機能を確保するためにも、診療機能を充実させる必要がありま

す。 
 

（２）病床数 

４５０床（一般病床４４６床、感染症病床４床） 

※うち救命救急センター２０床 

  
   ○ 救命救急医療を中核とする病院として、また、圏域内で相当程度完結した医療を

提供するため、必要な診療科とそれに付随するベッド数を確保します。 
 

【考え方】 

○ 救命救急医療及び高度・専門医療の中核を担うためには、基幹病院（総合病院）

として必要な診療科とそれを維持する一定規模の医師数や病床数が必要です。 
  また、医師確保のためにも、臨床研修病院としての一定規模の病床数が必要です。 
○ 圏域内で相当程度完結した医療を提供するため、現在、他医療圏に流出している

入院患者にも対応できる機能と病床数が必要です。 
○ 上記を踏まえながら、再編対象病院の現在の入院患者数や、将来の医療需要の推

計、及び既存病院との役割分担を考慮に入れ、病床数を設定しています。 
 
 

内科（循環器、消化器、呼吸器、内分泌、腎・膠原病）、神経内科、精神科、小

児科、外科、心臓血管外科、呼吸器外科、消化器外科、脳神経外科、整形外科、

泌尿器科、皮膚科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、放射線科（診断・治療）、救

急科、リハビリテーション科、麻酔科、歯科口腔外科、病理診断科、総合診療科 

  ※総合診療科（院内標榜）についても、診療科数に含めている。 
  ※内科等の診療科目については、今後さらに検討していく。 
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（３）建物面積 

   ３３,０００㎡程度 
   ※４５０床規模の病院として必要な面積を、他の県立病院の事例を参考に設定した

もの。 
 
（４）建設地 

三条市上須頃地内 
 

【位置図】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）用地面積 

   ４３,０００㎡程度（うち緑地及び調整池９,０００㎡程度） 

   ※４５０床規模の病院として必要な面積を、他の県立病院の事例を参考に設定し

たもの。 
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第５章 部門別整備計画 

 

１ 病棟部門 

（１）病棟編成は、患者の疾病に応じた適切な入院医療が提供できるよう、関連する診療

科を病棟の同一フロアに集約・配置する臓器別の編成を基本とします。 

疾病ごとの需要に応じてベッドの融通等フレキシブルに対応できるよう計画しま

す。 

（２）１看護単位当たりの病床数は、平均 50 床程度（９病棟）とし、各病棟の特性に応じ

た構成とします。 

（３）看護体制は、働き続けられる職場づくりのため、同一病棟内で２交代・３交代勤務

を選択可能とするなど、多様な勤務形態の導入を検討します。 

（４）スタッフステーションは看護動線等を考慮し、病棟全体が把握できる位置に配置す

るとともに、チーム医療推進のため必要なスペースを確保します。 

（５）病床は、患者のプライバシーに配慮した１床室（個室）と２床室及び４床室で構成

します。 

個室率は 30％程度を目安に、可能な限り多くの個室を設置し、差額ベッド率は個室

率の範囲内で今後設定します。 

（６）各病棟のスタッフステーションに近接して、経過観察ができる病室を設置します。 

（７）クリーンルームを２室設置します。 

 

２ 外来部門 

（１）１日当たりの外来患者数は、最大 950 人程度と想定しますが、一定の誤差に対応で

きるよう計画します。 

（２）中央処置室を設置し、処置、点滴は原則中央化し、人員の配置の効率化と機能の集

約化を図ります。 

（３）診察室は 40 室程度確保するとともに、医療環境の変化に柔軟に対応するため、特殊

な設備が必要な診療科を除き、フリーアドレスとして運用できるよう可能な限り診察

室等の仕様の共通化を図ります。 

   診察室の内数として、隔離診察室を設けます。また、相談室、指導室等を別途確保

します。 

（４）診療科の相談や患者の誘導等を行う総合案内を設けるとともに、複数の診療科ごと

のブロック別受付を設置し、患者に分かりやすいゾーニング、サイン計画に配慮しま

す。 

（５）患者動線と、職員・搬送動線が極力交差しないよう配慮します。 

また、中待合いを設けず、患者のプライバシーの保護、職員の動線短縮に最大限配

慮した構造とします。 

（６）外来化学療法室（20 床程度）を設置します。 
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３ 中央診療部門 

（１）放射線部門 

ア 救命救急センターに隣接配置するとともに、外来部門や内視鏡部門と効率的に連

携できる配置とします。 

イ  中央操作型とし、職員動線の最短化、業務の効率化を図ります。 

ウ  職員及び、入院・外来患者の動線を分離し、各動線を単純化します。 

エ  女性利用者等、患者のプライバシーに配慮した施設とします。 

オ  ＣＴ、ＭＲＩ、アンギオ、リニアック等の整備を検討します。 

カ  診断・治療機器の進歩や患者増に柔軟に対応できるよう、拡張性を持った施設と

します。 

 

（２）内視鏡部門 

ア  上下部消化管内視鏡、膵・胆道内視鏡、気管支鏡等による診断・治療を行います。 

イ  救命救急センター、外来部門と効率的に連携できる配置とします。 

ウ  職員と患者の動線や使用前後のスコープの運搬経路を分離し、交差感染を防止し

ます。 

エ  各検査室は個室とし、うち１室は陰圧ルームとします。 

 

（３）検査部門 

ア  検体検査部門、生理検査部門、病理検査部門を独立して整備します。 

イ  中央採血室を設置します。 

ウ  輸血管理の一元化を行います。 

エ  救命救急センター、外来部門、手術部門と効率的に連携できる配置とし、２点間

輸送を検討します。 

オ  病理検査部門は、ホルマリンの作業環境基準に配慮した構造とします。 

カ  各種検査管理システムは電子カルテシステムと接続させ、業務の効率化を図りま

す。 

 

（４）リハビリテーション部門 

ア  急性期リハビリテーションを中心とし、病棟と効率的に連携できる配置とすると

ともに、病棟でリハビリテーションを実施できる体制を整備します。 

イ 患者が急性期から回復期や維持期まで切れ目のないケアを受けられるよう、地域

連携クリティカルパスの導入など、地域の医療機関との連携を図ります。 

ウ 屋外緑地など、歩行訓練やＡＤＬの自立等に役立つスペースを設置します。 

 

（５）手術部門 

ア 高度・専門的医療を提供するため、様々な術式に対応できる施設・設備とします。 

イ  手術室は８室設置し、うち、クリーンルーム(クラス 100)１室を整備します。 
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ウ  手術部門の平面構成は中央ホール型とし、手術室に中央材料・滅菌室を隣接配置

します。 

エ  日帰り手術に対応するため、外来との動線に考慮するとともに、日帰り手術専用

室等の設置を検討します。 

オ 救命救急センターからのアクセスに配慮します。 

 

（６）人工透析部門 

ア 再編対象病院等と調整し、必要な透析台数及び体制を整備します。 

 

４ 薬剤部門 

（１）病棟薬剤業務の実施など、他部門と連携してチーム医療を実践します。 

（２）病棟に病棟薬剤業務を行うスペースを設置します。 

   病棟、手術室、救命救急センター、外来化学療法室や、薬剤搬入口との動線に配

慮した配置とします。 

（３）薬剤師を中心に薬液の混合調整を実施します。 

（４）調剤薬局との情報共有や災害時の備蓄融通を行うなど、地域全体で連携できる体

制（薬薬連携）を検討します。 

（５）治験を積極的に行う体制を整備します。 

 

５ 栄養部門 

（１）個々の患者の症状に応じた適切な治療食の提供と病態に即した栄養指導等を実施し

ます。 

（２）院内調理、中央配膳方式とし、食材の搬入等に配慮した配置とします。 

 

６ 供給部門 

（１）中央材料部門 

ア ＳＰＤ方式（物品・物流中央管理）を導入し、物品管理の一元化を図ります。 

また、物品の調達・管理・配送及び滅菌業務の外部委託を検討します。 

イ 手術部門及び物品管理倉庫に隣接配置するとともに、病棟との連携に配慮します。 

 

（２）ＭＥ部門 

ア 院内で使用される医療機器の集中管理を行い、共通利用が可能な医療機器の保

管、整備、貸出等を行います。 

イ  手術部門と効率的に連携できる配置とします。 

 

７ 救命救急センター 

（１）ＥＲ型救命救急センターとし、１階にＥＲ外来と救命救急処置室等を設置します。 

また、救命救急処置室は、画像診断、臨床検査等緊急検査に迅速に対応できる施設
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配置とします。 

（２）ＩＣＵ８床、ＣＣＵ４床、ＨＣＵ８床の計 20 床を確保し、24 時間対応可能な体制

を整備します。 

（３）救命救急センターは、手術室と同階とし、緊急手術や容体の急変等に対応します。 

（４）緊急車両の動線と一般車両及びサービス車両の動線を分離します。 

 

８ 外傷センター的機能 

（１）外傷センター的機能を果たせるよう、救命救急センターや整形外科等の院内各科、

リハビリ部門等との連携を充実します。 

（２）ＥＲ型救命救急センター内で一体として運営します。 

 

９ 周産期部門 

（１）低出生体重児等に対応する病床として、６床を確保します。 

 

１０ 災害拠点機能 

（１）災害拠点病院として、大規模災害時にも支障なく診療・救護活動を行える機能を

確保します。 

（２）被災者に対する効率的かつ適切な医療を提供するためのトリアージスペースを確

保します。 

（３）屋上ヘリポートを設置します。 

（４）免震構造を採用します。 

 

１１ 地域連携部門 

（１）患者等からの各種相談への対応や地域医療機関等との連携を行う患者サポートセン

ター（仮称）を設置します。 

（２）住民への公開講座や地域医療向上に関する各種研修を実施するため、多目的ホール

を整備します。 

（３）病棟内に、開放病床を５床確保します。 

 

１２ 研修部門 

（１）卒後臨床研修生や臨床実習生、薬学生、看護その他の医療職の実習生を積極的

に受入れます。 

（２）研修生・実習生の控え室、更衣室、研修室等の必要な諸室と設備を確保します。 

 

１３ 研究部門（医工連携） 

（１）院内に医工連携の研究室を設置し、医療機器、看護・介護・福祉器具等の開発

を推進します。 
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１４ 管理サービス部門 

（１）総合医療情報システム 

  ア 電子カルテ及び各部門システムの一体的な整備を行うとともに、地域連携を踏ま

えたシステムとします。 

  イ 再編対象病院の電子データの引継ぎを考慮したシステムとします。 

  ウ サーバー室は防災面を考慮し２階以上に設置するとともに、非常電源を確保しま

す。 

  エ 個人情報漏洩を防止するため、入退出管理等のセキュリティ対策を行います。 

 

（２）医局等 

ア 医局、事務室（看護部門、事務部門）は連携の取りやすい配置とし、病院運営の

効率化を図ります。 

イ 他職種連携によるチーム医療の推進や研修医及び看護、薬剤等実習生受入れのた

め、会議室、研修室、カンファレンスルームの充実を図ります。 

ウ 医局は各診療科間の連携促進等のため、オープンフロアとし、パーティションな

どにより、個人のプライバシーに配慮した構造とします。 

 

（３）施設管理計画 

ア 駐車場は、敷地の有効活用により、患者用、職員用を含め、できるだけ多くのス

ペースを確保するとともに、冬期の除雪対策に配慮します。 

イ 利便施設として、売店、食堂、ＡＴＭ、公衆電話、自動販売機、洗濯室等を整備

します。 

ウ 入院患者の付き添い家族等が宿泊できるホテルセクション（簡易宿泊所）を整備

します。 

エ 職員にとって働きやすい環境を整えるため、院内保育所を整備します。 
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 第６章 医師・看護職員等の確保対策 

 

１ 医師の確保対策 

（１）基幹病院で必要となる医師数 

○ 基幹病院で必要となる医師数は、同規模病院の状況などを勘案した一定の仮定の

下での試算によると、中長期的には７５～９０名程度と見込まれます。 

 

（２）確保対策 

  ア 研修医の確保・育成 

   ○ 基幹型臨床研修病院として、研修医を受け入れ、幅広い診療能力を備えた医師、

地域医療に携わる医師を育成します。［再掲］ 

 

  イ 専門医の確保・育成 

   ○ 後期臨床研修病院として、総合診療医など医療ニーズに応じた各種の専門医資

格を取得できる環境を整備します。［再掲］ 

 

  ウ 基幹病院を核とする既存病院の特色を活かした臨床研修病院群の形成 

○  基幹病院が核となり、特色ある医療を提供する既存病院と臨床研修病院群を形成 

することで、魅力ある研修プログラムの作成や指導医の確保を図ります。 [再掲] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔基幹病院を核とする既存病院の特色を活かした臨床研修病院群の形成〕 

・県央医療圏の各病院はそれぞれに専門性を発揮できる分野や特徴を持っていることか

ら、基幹病院が基幹型臨床研修病院となり、既存の病院が協力型臨床研修病院となる

ことで、研修医は幅広い臨床経験を積むことができます。 
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エ 地元産業の特色を活かした研究機能（医工連携） 

 ○ 金属加工業の集積する地元産業の特色を活かし、医師、工学系研究者、地元企

業、医療機器メーカー等の連携による医療・福祉ニーズに応じた医療機器や福祉

器具等の開発・イノベーションを推進し、医療の質の向上を目指すとともに、地

元産業の活性化に貢献します。 

○ 併せて、研究に参画する医師のキャリア形成を支援し、医師の確保にも繋げます。 

 

オ 臨床研究機能 

○   医工連携により開発された医療機器や新薬開発のための臨床試験（治験）を実

施します。 

○ 併せて、薬学系大学と連携した臨床薬理学の分野での研究により、医師確保に

も繋げます。 

 

  カ 女性医師等の働きやすい勤務環境の整備 

   ○ 柔軟な受入体制を備えた院内保育所の整備・運営や子育てのしやすい勤務体制

（残業や当直の免除、短時間勤務等）の導入、キャリアの維持・形成への支援な

ど、勤務に配慮が必要な女性医師等が継続して働くことのできる勤務環境を整備

します。 

   ○ 子育て等により医療現場を離れていた女性医師等に対する再就業に向けた相談

体制を整えるとともに、復職支援プログラムを設置します。 

 

  キ 新潟大学との連携 

   ○ 高度・専門的医療の提供に向けて、新潟大学の理解と協力を得ながら、医師の

安定的な確保に努めます。 

 

  ク 県外からの医師確保 

○  県内の医師不足の状況を考慮して、新潟大学と調整しながら、県外の大学、病

院等に対しても、基幹病院に対する医師派遣等について要請を行います。 

 

２ 看護職員の確保対策 

（１）基幹病院で必要となる看護職員数 

基幹病院で必要となる看護職員数は、同規模病院の状況などを勘案した一定の仮定

の下での試算によると、中長期的には４１０～４３０名程度と見込まれます。 

※今後、部門別計画の詳細を検討する中で、精査します。 

 

（２）確保対策 

  ア キャリア形成支援 

   ○ クリニカルラダーシステム（臨床看護実践能力習熟段階制）による職員のキャ
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リアデザインに応じた育成プログラムを導入し、自己の能力や段階に応じた継続

的なキャリア形成を支援するとともに、専門・認定資格等の取得を支援します。

［再掲］ 

   ○ 高度急性期を担う看護職員として必要な知識や看護技術の習得に向けて、院内

における救命救急処置等の研修実施に加え、院外における研修への参加や県内外

の先進病院への派遣研修を行います。［再掲］ 

 

イ パートナーシップ・ナーシングシステムの導入 

   ○ 看護師２人がパートナーとなり、お互いに補完し協力し合う事ができる看護提

供体制であるパートナーシップ・ナーシングシステム（ＰＮＳ）を導入します。

［再掲］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 新潟大学、魚沼基幹病院との教育・研修の連携 

   ○ 基幹病院の開院前から、看護職員が新潟大学（医療人育成センター）や、新潟

大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院と連携し、救命救急医療やパートナー

シップ・ナーシングシステムなどの研修を受けられる体制を構築します。［再掲］ 

   ○ 開院後は、新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院との研修の相互受入

れや人事交流などを進めていきます。［再掲］ 

 

エ 地元看護師等学校養成所等との連携 

   ○ 看護職員等の専門職の実習受入れ、就職説明会の開催、講師派遣など、地元看

護師等学校養成所等との連携体制を構築し、地域の医療人材の育成に貢献すると

ともに、看護職員等の採用確保を図ります。［再掲］ 
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  オ 子育て等に配慮した働きやすい勤務環境の整備 

   ○ 院内保育所の整備・運営や、育児休暇復帰後の職員でも働きやすい病棟・外来

への配置など、職員のライフステージや生活に配慮した勤務体制・勤務環境の整

備を図ります。 

 

  カ 看護職員の再就業支援 

   ○ ナースセンター、ハローワーク等と連携し、再就業希望者への情報提供や相談

受付、再就業支援講習等を行います。［再掲］ 

   ○ 院内保育所の整備やパートナーシップ・ナーシングシステムの導入など、潜在

看護職員等が復職しやすい環境を整備します。［再掲］ 

 

 

３ その他の医療スタッフの確保 

   キャリア形成支援や、子育て等のライフステージや生活に配慮した勤務体制・勤務環

境の整備など、働く者にとって魅力ある病院、やさしい病院となり、医療スタッフの確

保を図ります。 

  また、職員の意欲を引き出せるような人事制度の導入などについても、検討していき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



31 
 

第７章 県央医療圏の再編の姿 

 

１ 基幹病院と既存病院との役割分担・連携 

（１）基幹病院が担う役割 

○ 救命救急センターの設置による重症患者等の受入れや、高度・専門的医療の提供

など、地域に必要な医療の中核としての役割を担うとともに、地域医療支援病院や

災害拠点病院、地域医療連携など地域医療支援等の拠点としての役割を担っていき

ます。 

○ 高度・専門的医療を提供するため、必要に応じ、他の病院とのより効率的・効果

的な役割分担のあり方も検討します。 

○ 例えば、耳鼻咽喉科、眼科等の専門外来については、現在、各病院が個別に新潟

大学等から非常勤医師の派遣を受けていますが、手術・入院機能を基幹病院に整備

したうえで、必要に応じ基幹病院から各病院の専門外来を支援する体制を検討しま

す。 

 

（２）圏域の既存病院が担う役割 

○ 基幹病院と連携しながら、地域医療の担い手として、初期医療や一般的な入院医

療など住民に身近な医療を提供していくことを基本とします。 

○ その上で、それぞれの病院は、基幹病院と連携し、これまで提供してきた特色あ

る医療や、その病院の専門性が発揮できる領域に関する高度・専門的な医療を、引

き続き提供していきます。 

○ 救急医療ネットワークのもと、中等症以下の救急患者及びその専門性が発揮でき

る領域の救急患者（重症患者を含む）についての受入れを行うとともに、ファース

トタッチ後に症状に応じて振り分けられた患者や急性期を脱した比較的症状の安定

した患者、慢性期患者、外来患者を中心に受入れを行います。 

○ 在宅医療について、容態急変患者の収容や、在宅医療を実施している医療機関へ

の支援を担います。 

 

（３）連携体制 

  ○ 救急医療においては、「ファーストタッチ」と「振り分け」を基本とする「県央

型救急医療ネットワーク」の構築を目指します。 

  ○ 高度・専門的医療の提供については、既存病院がその専門性の発揮できる領域に

おいては、その特色を活かした診療を引き続き行い、基幹病院と高度・専門的医療

について、相互に補完し合う体制の構築を目指します。 
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【県央医療圏の医療提供体制のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 再編対象病院について 

（１）基本的な方向性 

  「１ 基幹病院と既存病院との役割分担・連携」で記載したとおり、基幹病院は、

燕労災病院と厚生連三条総合病院を再編対象病院として整備することとなり、両病院

が現在提供している医療機能（診療科・診療内容等）については、基本的に基幹病院

が引き継ぐ方向とします。 

併せて、地域住民に極めて密着した医療など、その地域において確保することが望

まれる医療については、基幹病院整備後の医療のあり方を、引き続き検討していきま

す。 

 

（２）燕労災病院の早期移譲 

  ○ 燕労災病院については、「県央基幹病院の整備に向けたアウトライン」で示した

とおり、（独）労働者健康安全機構から早期の移譲を受け、県央基幹病院の円滑な

整備に向け準備を進めます。 

  ○ 現在、燕労災病院は、「地域医療支援病院」として、県央医療圏における中心的

な医療機能を担っており、特に、圏域で唯一放射線治療が可能な病院としてがん医

療を担うとともに、神経内科や人工透析治療などにおいて特色ある医療を提供して

います。 
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○ 燕労災病院の機能は、県が燕労災病院の早期移譲を受けた上で、基本的には基幹

病院が引き継ぎます。 

○ また、これまで燕労災病院が果たしてきた役割を踏まえ、基幹病院の開院まで、

地域の医療機能の維持に努めます。 

 

（３）厚生連三条総合病院 

○ 現在、厚生連三条総合病院は、主として内科、小児科から外科、整形外科など、

幅広い医療を提供しており、特に、人工透析治療においては、県央医療圏における

中心的な役割を果たしています。 

○ 現在の厚生連三条総合病院の機能は、基本的には基幹病院で引き継ぐ方向で検討

しますが、外来や維持的な人工透析など、現在、三条総合病院が提供している地域

住民に極めて密着した医療については、新潟県厚生農業協同組合連合会とそのあり

方を、検討していきます。 
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参考            これまでの検討の経過 

 

１ あり方検討会議・医療関係者合同会議における検討 

平成 21 年７月から、新潟県知事、担当副知事、市町村長を構成員とする「県央中核

病院あり方検討会議」（後に「救命救急センター及び併設病院のあり方検討会議」に

改称）が設置され、また、具体的な協議を行う場として平成 21 年８月に「あり方検討

会議・医療関係者合同会議（以下「あり方検討会議・合同会議」）が、新潟県知事、

担当副知事、市町村長、圏域内救急告示７病院の病院長、地元医師会長を構成員とし

て設置され、救命救急センターの必要性や設置形態、必要な機能等について、関係者

の共通認識の形成を図りながら検討が進められてきました。 
平成 23 年２月には、第９回あり方検討会議・合同会議において、「県央医療圏には

救命救急センター及びその機能を併設した病院が必要であること、併設病院の規模は

県に一任し、県は 500 床規模の病院の実現に向け努力すること」などの内容が合意さ

れました。 

 

２ （独）労働者健康福祉機構及び新潟県厚生農業協同組合連合会への検討要請 

平成 24 年６月には燕労災病院を運営する（独）労働者健康福祉機構、厚生連三条総

合病院を運営する新潟県厚生農業協同組合連合会へ病院再編に関する検討を要請し、

同年９月には両経営主体から、病院の再編構想に積極的に参画する旨の回答を得まし

た。 
  ※（独）労働者健康福祉機構は、平成 28 年４月１日に（独）労働安全衛生総合研究

所と統合し、（独）労働者健康安全機構となりました。 
 
３ 病院再編案のとりまとめ 

平成 25 年２月に開催された第 11 回あり方検討会議・合同会議において、燕労災病

院と厚生連三条総合病院を再編対象病院とし、500 床規模の基幹病院を整備すること、

基幹病院の整備運営は「公設民営」を基本とし、今後具体的な検討を行うこと、など

を内容とする再編案がとりまとめられました。 
 

４ 「県央基幹病院基本構想」とりまとめ 

平成 25 年 12 月には圏域内救急告示７病院の病院長、地元医師会長、新潟大学及び

県医師会から推薦された者で構成する「県央基幹病院基本構想策定委員会」により、

県央基幹病院の機能・規模、既存病院との役割分担・連携などを内容とする基本構想

がとりまとめられました。 
 

５ 「県央基幹病院の整備に向けたアウトライン」発表 

県央基幹病院基本構想を踏まえ、県央基幹病院の整備・運営主体、燕労災病院の早

期移譲、設置場所の選定の考え方、整備に向けた手順、進め方等を発表しました。 
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年 月 経 過 

平成 21 年７月 

「あり方検討会議・合同会議」における検討の開始 

○新潟県知事、担当副知事、市町村長、圏域内救急告示７病院の病院長、

地元医師会長で構成 

○救命救急センター及び併設病院のあり方を含む県央医療圏の医療提供

体制を検討 

平成 23 年２月 

《第９回あり方検討会議・合同会議での合意概要》 

・県央医療圏には救命救急センターが必要であること 

・救命救急センターは病院併設型とすること 

 ・併設病院の規模等の判断は県に一任し、県は 500 床規模の病院の実現

に向けて努力すること 

平成 23 年 11 月 

～平成23年 12月 

「県央医療提供体制検討ワーキング会議」における検討 

 ○圏域内救急告示７病院の病院長、地元医師会長、及び新潟大学、県医師

会から推薦された有識者で構成 

○「具体的な医療提供体制の方向性」とりまとめ 

 ・高度・専門的な医療から身近な医療まで、圏域内で一定程度完結でき

る体制を目指すこと 

・救命救急センターを併設する病院は、圏域の医療の拠点として一定の

高度・専門的診療機能を確保すること 

・病院の規模は 500 床程度とし、そのため既存病院の診療機能等の集約

など役割分担の再構築を行うこと 等 

平成 24 年２月 

県央医療圏における具体的な医療提供体制構築に向けた合意形成 

《第 10 回あり方検討会議・合同会議での合意概要》 

・500 床規模の病院の設置及び既存病院の役割分担の再構築に向け、県

が具体的な調整を行うこと 

・経営主体等との調整役は県が担うこと 

・県は複数案を検討し次回合同会議に報告すること 

平成 24 年６月 
（独）労働者健康福祉機構、新潟県厚生農業協同組合連合会へ病院再編に関

する検討を要請 

平成 24 年９月 上記経営主体から、病院の再編構想に積極的に参画する旨の回答 

平成 25 年２月 

病院再編案とりまとめ 

《第 11 回あり方検討会議・合同会議》 

複数の案が提示され、以下の再編案がとりまとめられた。 

・燕労災病院と厚生連三条総合病院を再編対象病院とし、500 床規模の基

幹病院を整備すること 

・基幹病院の整備運営は「公設民営」を基本とし、今後具体的な検討を行

うこと 

平成 25 年 12 月 

「県央基幹病院基本構想」とりまとめ 

○圏域内救急告示７病院の病院長、地元医師会長、新潟大学及び県医師会

から推薦された者で県央基幹病院基本構想策定委員会を構成し検討 

平成 26 年８月 

「県央基幹病院の整備に向けたアウトライン」発表 

 ○県央基幹病院の整備・運営主体、燕労災病院の早期移譲、設置場所の選

定の考え方、整備に向けた手順、進め方 
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資料１         県央基幹病院整備基本計画策定委員会 委員 

〔委員会 委員〕 

氏  名 所属・職名 備 考 

牛 木 辰 男 新潟大学医学部長  

鈴 木 榮 一 新潟大学医歯学総合病院長  

小 池 哲 雄 新潟県医師会副会長  

柳 原 俊 雄 新潟県医師会理事  

池 田  稔 三条市医師会長  

星 野  清 加茂市医師会長  

古 川 伸 夫 燕市医師会長  

田 﨑 哲 也 見附市南蒲原郡医師会長  

鈴 木 幸 雄 燕労災病院長 部会 

神 田 達 夫 厚生連三条総合病院長 部会 

秋 山 修 宏 県立加茂病院長  

須 田 武 保 県立吉田病院長  

郷  秀 人 済生会三条病院長  

鎌 田 健 一 三之町病院理事長  

草 野 恒 輔 富永草野病院理事長  

荒 川 正 昭 県福祉保健部参与 委員長 

〔病院整備検討部会 委員〕 

氏  名 所属・職名 備 考 

遠 藤  裕  
新潟大学大学院医歯学総合研究科 
救命救急医学分野 教授 

 

遠 藤 直 人 
新潟大学大学院医歯学総合研究科 
機能再建医学講座 整形外科学分野 教授 

 

鈴 木 幸 雄 燕労災病院長  

小 池 俊 朗 燕労災病院副院長 平成 28 年 1 月 21 日まで 

二 瓶 幸 栄 燕労災病院外科部長 平成 28 年 1 月 22 日から 

神 田 達 夫 厚生連三条総合病院長  

岩 渕 洋 一 厚生連三条総合病院副院長  

荒 川 正 昭 県福祉保健部参与 部会長 
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資料２      県央基幹病院整備基本計画策定委員会 開催経過 

 

〔委員会〕 

会  議 開催期日 議  題 

第１回委員会 平成 27 年８月３日 

・県央基幹病院整備基本計画策定委員会の設置に

ついて 

・検討の進め方について 

・県央医療圏の現状について 

・その他 

第２回委員会 平成 27 年９月 16 日 
・県央基幹病院の設置場所の選定について 

・その他 

第３回委員会 平成27年 11月 16日 
・県央基幹病院の機能・規模等について 

・県央基幹病院の設置場所について 

第４回委員会 平成27年 12月 25日 ・県央基幹病院整備基本計画（素案）について 

第５回委員会 平成 28 年３月 31 日 ・県央基幹病院整備基本計画（案）について 

 

〔病院整備検討部会〕 

会  議 開催期日 議  題 

第１回部会 平成27年 10月 27日 
・検討の進め方について 

・県央基幹病院の機能・規模等について 

第２回部会 平成27年 12月 21日 
・県央基幹病院整備基本計画（素案）について 

・部門別整備計画の検討について（案） 

第３回部会 平成 28 年２月 12 日 ・部門別整備計画の個別検討事項について 

第４回部会 平成 28 年２月 18 日 ・部門別整備計画の個別検討事項について 

第５回部会 平成 28 年３月 23 日 
・部門別整備計画（案）について 

・県央基幹病院整備基本計画（案）について 
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用語説明 

※用語の説明は、本計画に即した内容となっています。 

ﾍﾟｰｼﾞ 用 語 説 明 

１ 

県央医療圏 

 三条市、加茂市、燕市、弥彦村、田上町の５市町村で構成され

る二次医療圏（特殊なサービスを除き、比較的専門性の高い保健

医療活動が完結できる区域）。 

救急告示病院 
 救急隊により搬送される傷病者に対し医療を行うために必要な

施設、医療機器及び人員体制を有している病院。 

2･3 重症・中等症・軽症 

 重症は３週間以上の入院加療を必要とするもの、中等症は入院

を必要とするもので重症に至らないもの、軽症は入院を必要とし

ないもの。※消防法統計上の分類 

4 基幹型臨床研修病院 

 大学医学部を卒業し、国家試験に合格して医師免許を取得した

医師に対し、医師としての基本的臨床能力を習得するための２年

以上の研修（臨床研修）を行う病院（臨床研修病院）であり、他

の病院や診療所と共同して行う臨床研修の管理を行う病院。 

6 

入院受療率 
ある特定の日に疾病治療のために医療施設に入院したすべての

患者の数と、人口 10 万人との比率。 

療養病床 
 主に長期の療養を必要とする患者を入院させるための病床。医

療保険が適用となるものと、介護保険が適用となるものとがある。 

7 救命救急センター 

ＩＣＵ、ＣＣＵ等の高度な診療機能を有し、重症及び複数の診

療科領域にわたる重篤な患者を 24 時間体制で受け入れる三次救

急医療機関。 

8 
急性期 

急性疾患や慢性疾患の急性増悪等により高度・専門的な医療の

提供が必要な緊急・重症な状態から、治療によりある程度安定し

た状態に至るまでの時期。 

回復期 病勢の進行が停止して治癒に向かっていく時期。 

9 

応急診療所 

県央医師会応急診療所。県央４医師会（三条市医師会・燕市医

師会・加茂市医師会・見附市南蒲原郡医師会）が管理運営する休

日・夜間診療所。 

ＥＲ型救急医療 

全ての診療科にわたって、初期から三次までの救急患者に対応

する救急医療。ＥＲは Emergency Room の略で、救急室、あるいは

救急外来を意味する。 

大動脈瘤破裂 
胸部大動脈や腹部大動脈の径が拡大してこぶ状となった大動脈

瘤が破裂すること。大量の出血を伴い、緊急手術が必要となる。 

ドクターヘリ 
医師及び看護師が同乗し、救急医療用の医療機器等を装備した

ヘリコプター。医療機関への搬送の間に、患者に救命医療を行う。 

11 

地域医療支援病院 
 紹介患者に対する医療提供、病床や医療機器の共同利用等を通

じ、かかりつけ医等を支援する機能を備えた病院。 

病診連携、病病連携 

 地域における病院と診療所間（病診）、または病院間（病病）の

連携。それぞれの役割、機能を分担し、より効率的・効果的な医

療の提供を目指すもの。 

マグネットホスピタル 患者･医師・職員を引きつけて離さない魅力的な病院。 



39 
 

ﾍﾟｰｼﾞ 用 語 説 明 

11 総合診療医 

 総合的な診療能力を有する医師。高齢化に伴い、特定の臓器や

疾患に限定することなく幅広い視野で患者を診る医師が求められ

ている。 

15 

ＩＣＵ（集中治療室） 
Intensive Care Unit の略。重症患者を収容・管理し集中的に

治療を行う部門、治療室。 

ＣＣＵ（冠疾患集中治療

室） 

 Coronary Care Unit の略。主に急性心筋梗塞等の冠状動脈疾患

の急性危機状態の患者を収容し、厳重な監視モニター下で持続的

に管理する部門、治療室。 

初期救急医療 
 外来診療によって救急患者への対応を行い、必要に応じて二次

又は三次医療機関に紹介する医療体制。一次救急医療。 

二次救急医療  入院治療を必要とする重症の救急患者の対応を行う医療体制。 

三次救急医療  重篤な救急患者に高度医療を総合的に提供する医療体制。 

オンコール 
医療スタッフが患者の急変時や救急搬送時に、勤務時間外であ

っても呼ばれればいつでも対応できるように待機していること。 

地域がん診療病院 

 地域がん診療連携拠点病院等がない二次医療圏において、隣接

医療圏の地域がん診療連携拠点病院等と連携し、専門的ながん医

療や相談支援等を行う病院。 

地域がん診療連携拠点

病院 

全国どこでも質の高いがん医療を受けられるよう、各地域にお

けるがん診療の拠点として厚生労働省が指定する病院。 

16 

カテーテル検査・治療 
細い管(カテーテル)を経皮的に血管の中に挿入し行う心臓や血

管の検査及び治療の方法。 

冠動脈バイパス術 
 健康な血管の一部や人工血管を冠動脈の閉塞部分に移植し、血

流が閉塞動脈を迂回して心臓に流れるバイパスを作る心臓手術。 

第二種感染症指定医療

機関 

 二類感染症（ジフテリア、重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）

等）、新型インフルエンザ等感染症の患者の治療を行う医療機関。 

周産期医療 

 周産期（妊娠満 22週から生後満７日未満まで）とその前後の期

間の母子に生じる突発的な事態に対し、産科・小児科双方からの

一貫した総合的な体制により行われる医療。 

周産期母子医療センター 
周産期の母体・胎児・新生児に生じる突発的な事態に、24 時間

体制で対応する緊急医療施設。 

透析療法 

（急性期透析・導入機

能、維持透析） 

機能が低下した腎臓に代わって、人工的に血液中の毒素をろ過

し取り除く療法（人工透析）。急性期透析は外傷や手術後の大量出

血等により急性腎不全を発症した患者に行う人工透析であり、維

持透析は人工透析導入後、一定間隔で通院し行う人工透析のこと。

人工透析（血液透析の場合）の導入には、血液を採りやすくする

ための手術（腕の動脈と静脈を繋ぎ合わせる）等が必要となる。 

17 

電子カルテ 電子情報により診療情報を記録・保存・管理する仕組みのこと。 

地域医療連携ネットワ

ーク 

 地域の医療機関等がネットワークを構築し、共有化された診療

情報等により患者の診断・治療を行うなど、地域全体で住民の疾

病管理等を行うもの。 
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17 

後期臨床研修病院 
 初期臨床研修を修了した医師に対して、専門領域の医療技術・

知識を身につけるための臨床研修を行う病院。 

専門医 

専門医はその診療領域において高度な知識・技量・経験を持つ

医師として認定された医師。平成 29 年度から一般社団法人日本専

門医機構が専門医を認定する新専門医制度が開始される予定。 

18 

コメディカルスタッフ 
医師と協働し業務を行う医療従事者。（ここでは理学療法士、作

業療法士、臨床検査技師など看護職員以外の医療従事者を指す。） 
クリニカルラダーシス

テム（臨床看護実践能力

習熟段階制） 

看護師としての専門知識や技術をそれぞれの習熟度にあわせ

て、段階的に身につけられるよう計画された研修プログラム。 

認定看護師 
特定の看護分野において、熟練した看護技術と知識を有すると、

公益社団法人日本看護協会が認定した看護師。 

高度急性期 
高度急性期機能。急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向

けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能。 

19 

地域災害拠点病院 

災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための高度の診

療機能を有し、被災地からの重症傷病者の受入れ機能や、ＤＭＡＴ

の派遣機能、広域搬送への対応機能等を有する病院。 

ＤＭＡＴ（災害時医療支

援チーム） 

Disaster Medical Assistance Team の略。災害時に被災地に迅

速に駆けつけ、救急治療を行うための専門的訓練を受けた医療チ

ーム。 

20 

一般病床 
主として急性疾患の患者を対象とする病床。精神病床、感染症

病床、結核病床、療養病床以外の病床。 

感染症病床 
 感染症法に規定する一類感染症、二類感染症及び新感染症の患

者を入院させるための病床。 

22 

差額ベッド率 

病床数に対する差額ベッドの割合。差額ベッドは、よりよい入

院医療を受けるため、医療保険の対象となる入院料に加え、患者

が特別に費用を負担し入院する病床（特別療養環境室）。 

クリーンルーム 
空気中の浮遊塵埃を限定された清浄度レベル以下に管理し、必

要に応じて温度・湿度等を一定の基準を満たすよう制御した部屋。 

フリーアドレス 
 診察室を特定の診療科に固定せずに、外来患者の状況など医療

環境の変化に応じて柔軟に対応すること。 

隔離診察室 

 空気感染や飛沫感染、接触感染等の院内感染を防ぐために設け

られた診察室。病原体が外部に拡散しないよう、陰圧（室内の気

圧が外部より低い状態）に制御できる構造となっている。 

外来化学療法室  通院により抗がん剤治療（化学療法）を行う部屋。 

23 

ＣＴ 
 Computed Tomography の略。コンピュータ断層撮影装置。人体

のある断面を映像化し、病変などを検査する装置。 

ＭＲＩ 
 Magnetic Resonance Imaging の略。核磁気共鳴画像装置。核磁

気共鳴の物理現象を応用し、生体内の内部情報を画像化する装置。 

アンギオ 
血管造影装置。Ｘ線透視像、血管造影像を観察しながら細い管

（カテーテル）を血管に挿入し病気の検査・治療を行う装置。 
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23 

リニアック 
 Ｘ線や電子線などの放射線を体外から患部に照射して、がんな

どの治療を行うための装置。 

内視鏡 
 先端にレンズのついた管を体内に差し入れて観察し、場合によ

っては処置・治療をする医療機器。 

気管支鏡 
電子スコープやファイバースコープなどにより、気管支内を観

察し、組織や細胞の採取や治療を行う医療機器。 

陰圧ルーム 
院内感染を防ぐため、室内を陰圧（室内の気圧が外部より低い

状態）にし、外部に病原体が拡散しないようにしている部屋。 

検体検査 血液、尿、便等について行う成分分析や微生物の有無等の検査。 

生理検査 心電図検査、超音波検査など、患者の身体を直接調べる検査。 

病理検査 
疾病の診断を行うため患者から採取した臓器、組織、細胞など

を対象に顕微鏡等を用いて行う検査。 

地域連携クリティカル

パス 

急性期から回復期、維持期まで治療を行う全ての医療機関で診

療計画を共有する医療連携の仕組み。 

ＡＤＬ 
Activities of Daily Living の略。日常生活動作。食事・着脱

衣・移動・排泄・入浴など生活する上で必要な基本的な行動。 

24 

中央ホール型 
患者、スタッフや機材等の動線が全て手術室群の中央に設けた

ホールに集約される平面タイプの手術室。 

薬液の混合調整 用途に応じて注射薬や抗がん剤等の輸液を混ぜ合わせること。 

中央配膳方式 
厨房で調理した食事を盛り付け、配膳車により各病室に運搬す

る配膳方式。 

ＳＰＤ方式（物品・物流

中央管理） 

Supply Processing Distribution の略。院内の物品等を、業務

委託した外部業者がコンピュータを活用して、在庫管理、出庫管

理から病院の各部門への搬送工程管理まで行うシステム。 

ＭＥ Medical Engineer の略。医療機器の技術者。 

25 

ＨＣＵ 
High Care Unit の略。高度治療室。ＩＣＵよりもやや重篤度の

低い患者を受け入れる部門、治療室。 

トリアージ 
災害時など多数の傷病者が同時に発生した場合に、傷病者の緊

急度や重症度に応じて、傷病者の治療優先順位を決定すること。 

免震構造（建物の免震

化） 

建物と地面との間に、積層ゴムなどを利用した免震装置を設置

することにより、地震力を建物に伝わりにくくする構造。 

壁の強化など建物自体の強度を高めて地震の震動に対抗する

「耐震構造」や、建物にダンパーなどを設置して揺れを軽減する

「制震構造」よりも建物自体の損傷や機器の転倒、照明器具の落

下等を防ぐ効果が高いと言われている。 

開放病床 
登録した地域の医師と病院の医師がともに診療ができるように

地域に開放された病床。 
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26 総合医療情報システム 
電子カルテをはじめ、医事会計や人事財務等の基幹システム及

び分析や検査等の各部門システムの総称。 

28 

臨床試験（治験） 

医薬品や医療機器等の安全性、有効性等を確認するため、人に

対して治療を兼ねて行われる試験。特に医薬品や医療機器の製造

販売に関する承認を得るために行われる臨床試験を治験という。 

臨床薬理学 

 薬物の人体における作用と動態を研究し、合理的薬物治療を確

率するための科学及びその分野。新薬の開発や、安全かつ有効な

薬物治療法の研究等を行う。 

 



 
 

 


